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第２章 東京が目指すマンション居住の将来像 

１ マンションを取り巻く状況 

（本格的な少子高齢・人口減少社会の到来） 

○ 東京の人口は1,300万人を超え、今後もしばらくは増加を続けるものの、2025

年頃をピークに減少に転じ、2040年代には1,300万人程度を維持しているが、

2060年には約1,192万人にまで減少すると予測されている。 

○ 2015年には約23%であった高齢化率（人口に占める老年人口の割合）は、2050

年代には30%を超えるなど、高齢化が一層進行すると見込まれている。 

○ 世帯数は、2035年頃をピークに減少すると見込まれている。 

○ 高齢化の進行に伴い、世帯主が65歳以上の高齢世帯の増加が見込まれる。65

歳以上の一人暮らし世帯は、2015年の80万世帯から2040年代には110万世帯を

超え、2050年には120万世帯に増加する。また、2060年には高齢世帯の47%が一

人暮らし、そのうち75歳以上が6割を超えると予測されている。 

 

【東京都の年齢階級別人口と高齢化率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）長期戦略策定会議「2060 年までの東京の人口・世帯数予測について」（平成 31(2019)年 4 月）/東京都政策企画局 

を基に作成 

（備考）1 2040 年代までの推計は、「東京都世帯数の予測」（平成 31(2019)年 3 月）/東京都総務局による。それ以降は 

政策企画局による推計 

    2 四捨五入しているため、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。  
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【東京都の家族類型別世帯数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【東京都の高齢世帯（世帯主が65歳以上の世帯）数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）長期戦略策定会議「2060 年までの東京の人口・世帯数予測について」（平成 31(2019)年 4 月）/東京都政策企画局 
を基に作成 

（備考）1 2040 年代までの推計は、「東京都世帯数の予測」（平成 31(2019)年 3 月）/東京都総務局による。それ以降は 

政策企画局による推計 

     2 内訳の（）内の数字は世帯数に占める割合 

     3 四捨五入しているため、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。  
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（空き家の増加） 

○ 高齢化と人口減少が進むにつれ、都内でも空き家が増加傾向であり、生活環

境の悪化や地域活力の衰退が懸念されている。 

○ 平成30(2018)年住宅・土地統計調査によれば、都内の空き家総数は約81万戸

となっている。このうち「腐朽・破損あり」の空き家は約12万戸あり、こうし

た空き家の中には老朽化等により地域の生活環境に悪影響を及ぼしているも

のもある。一方、「腐朽・破損なし」の空き家は約69万戸で、うち約14万戸は

「居住世帯が長期不在等」の空き家となっている。このうち、「非木造の共同

住宅の空き家」は8.4万戸となっており、その多くは、マンションの空き住戸

であると考えられる。 

 

【住宅ストック数、世帯数、空き家率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【空き家総数の内訳】 
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1958

S33

1963

S38

1968

S43

1973

S48

1978

S53

1983

S58

1988

S63

1993

H5

1998

H10

2003

H15

2008

H20

2013

H25

2018

H30

住宅数 182.4 251.4 313.9 379.6 423.9 452.8 481.8 530.0 567.0 618.6 678.1 735.9 767.1

世帯数 179.2 264.2 311.6 360.6 387.8 406.5 433.9 470.2 499.4 548.0 598.1 650.5 680.6

空き家率 2.2 2.7 4.0 5.6 8.1 8.7 8.5 9.9 11.0 10.8 11.1 11.1 10.6

11.0 10.8 
11.1 11.1 

10.6 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0

100

200

300

400

500

600

700

800

(%) （万戸、万世帯） 



4 
 

（地震の脅威） 

○ 首都直下地震の切迫性が指摘される中、都内の住宅の耐震化率は、平成

17(2005)年度末の約76％から平成26(2014)年度末には約84％まで上昇したが、

依然として地震により倒壊の危険性のある住宅が多く残っている。 

○ 平成23(2011)年に発生した東日本大震災では、東京においても、液状化によ

る被害や大量の帰宅困難者が発生したほか、電力供給不足に伴う計画停電が実

施されるなど、地震への備えの重要性が改めて認識された。 

○ 平成24(2012)年4月に公表された「首都直下地震等による東京の被害想定」

によれば、東京湾北部を震源とするマグニチュード7.3の地震が冬の夕方に発

生した場合、建物全壊・火災焼失数は約30万棟、死者数は最大で約9,700人の

被害を想定している。また、約517万人の帰宅困難者が発生するとしている。 

 

【住宅の耐震化率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）東京都耐震改修促進計画/東京都 
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（多様で膨大なマンションストックの形成） 

○ 東京では、1950年代からマンションの供給が始まり、都心部や鉄道駅の周辺、

幹線道路の沿道など、利便性の高い地域を中心に建設が進められた。 

○ 高度経済成長期には周辺区部や多摩地域を中心に大規模な住宅団地の開発

が、近年は都心部や臨海部で超高層マンションの建設が盛んに行われるなど、

時代の変遷とともに、また、立地状況に応じて、多様で膨大な数のマンション

が供給されてきた。 

○ 都内のマンションの総戸数は、平成30(2018)年末時点で約184万戸となり、

約４世帯に１世帯はマンションに居住している。 

  

都心部や臨海部、多摩地域など 

様々な地域に建設されたマンションの写真を掲載予定 
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【分譲マンションの総戸数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）住民基本台帳による東京都の世帯と人口/東京都、住宅・土地統計調査/総務省、都建築統計年報、 

住宅着工統計/東京都 

（備考）昭和45(1970)年以前の戸数の集計は「平成10(1998)年住宅・土地統計調査」による。以降は、「住宅着工統計」による 

着工戸数を加算 

 

 

 

【マンション棟数の地域別構成割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）マンション実態調査結果（H25(2013).3公表）/東京都 
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（超高層マンションの増加） 

  ○ 東京では、バブル経済崩壊後の地価の下落と企業所有地の放出等により、ま

とまった規模の用地の供給が進んだことや、都心居住の推進を目的として住宅

に対する建築規制の緩和が図られたことなどにより、1990年代後半から都心部

や臨海部を中心に、超高層マンションの供給が活発化した。その結果、超高層

マンションは、職住近接の利便性の高い住生活を支える重要な基盤として、都

心部の人口増加をけん引してきた。 

  ○ 現在、東京には、分譲・賃貸合わせて約600棟もの超高層マンション(高さは

おおむね60ｍ以上、階数はおおむね20階以上のマンション)が存在しており、

全国の超高層マンションの累積棟数の約半数を占める。 

 

 

【超高層マンションの竣工棟数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（資料）１ 「建築統計年報（平成25(2013)年度版）」(東京都)に基づき、昭和39(1964)年から平成25(2013)年度末までに 

建築確認済みの棟数を算出(予定込み) 

    ２ 住宅の用途を含む高さ60m以上の建築物(賃貸マンションを含む。) 
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（マンション市場の状況） 

○ 住宅着工統計によると、都内のマンションの年間着工戸数は景気等に左右さ

れ、年によって大きく増減しているものの、近年は３～４万戸程度で推移して

おり、一定量の新規着工戸数が維持されている。 

○ 既存マンションの売買(成約)件数は、おおむね増加傾向で推移しており、近

年は１万９千戸を超えている。 

○ 都の調査によると、新築マンションの購入時に重視した事項としては、「立

地」、「販売価格」、「間取り・方角」の順に高くなっており、「管理費・修

繕積立金の額」や「維持管理に対しての配慮」等の管理に関する事項は余り重

視されていない。 

 

【マンションの新規着工戸数の推移】 
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（マンションにおける「二つの老い」の進行） 

○ 国が平成30(2018)年度に実施したマンション総合調査によると、マンション

に「永住するつもりである」と考える割合が62.8％に達し、「いずれは住み替

えるつもりである」の17.1％を大きく上回っており、マンションは「仮の住ま

い」ではなく、「終の棲家」として考えられるようになってきている。 

 

【マンション居住者の永住意識（全国）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）平成30年度マンション総合調査結果（H31(2019).4公表）/国土交通省 
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○ 建物の高経年化も進行している。着工から40年以上経過したマンションの戸

数は、平成30(2018)年時点では約24.6万戸であるが、建替えが進まなければ、

20年後の令和20(2038)年には約3.5倍の約86.9万戸にまで急増する見込みとな

っている。 

○ 都のマンション実態調査によれば、高経年マンションほど、居住者の高齢化、

賃貸住戸や空き住戸の増加等が進み、管理組合の活動が不活発となる傾向が見

られる。 

 

 

【着工から40年以上のマンションの推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）住宅・土地統計調査/総務省、住宅着工統計/東京都 を基に作成 
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旧耐震基準 

約 148 万戸 
(80.4%) 

約 36 万戸※ 

古 新 

(19.6%) 

約 184 万戸 

（マンションの耐震化の状況） 

○ マンションストックの約２割に相当する約36万戸が、昭和56(1981)年以前の

旧耐震基準で建築されたものであり、さらに、そのうち、昭和46(1971)年以前

の旧々耐震基準で建築されたものは約７万戸あると推計される。これらの多く

は耐震性の不足が懸念される。 

○ 都のマンション実態調査によれば、旧耐震基準マンション約1.2万棟のうち、

アンケートに回答のあった約2,300棟の耐震診断実施率は約17％、耐震改修実

施率は約６％となっており、この割合は、大規模なマンションほど高く、小規

模なマンションほど低くなっている。 

○ 耐震診断や耐震改修を検討しない理由としては、費用負担が重いとするほか、

高齢化や賃貸化により、区分所有者の耐震化への関心が低くなっていることを

挙げているマンションが多い。 

 

 

【新旧耐震基準別マンション戸数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）住宅・土地統計調査/総務省、住宅着工統計/東京都  

1971 

（昭和 46 年） 

1981 

（昭和56年） ※うち約7万戸が旧々耐震基準 

新耐震基準 
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（マンションの建替えの状況） 

○ これまでに都内で建替えが実現したマンションは約130件で、そのほとんど

は、駅に近い、敷地が広い、容積率に余裕があるなど、条件に恵まれたものと

なっている。 

○ しかし、建替え等を検討すべき高経年マンションの中には、敷地が狭いもの

や容積率に余裕がないもの、郊外型の団地型マンションなど、建替えを実施す

るには条件の厳しいものが多い。 

○ 都のマンション実態調査によれば、旧耐震基準のマンションのうち、建替え

についての検討を行ったことがある、又は検討予定のものは約15％となってお

り、建替え検討時の課題としては、居住者の高齢化や費用負担に加え、容積率

等の制限などを挙げているマンションが多い。 

 

【マンション建替えの実施状況（工事完了済みの件数）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）平成26年まではkantei eye vol.80/（（株）東京カンテイ）から作成 

（備考）平成27年以降はマンション建替法に基づく建替え事業の件数のみを累積 
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【高経年マンションの容積率及び敷地面積の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）平成 25(2013)年度東京都都市整備局調査による  

（備考）容積使用率：使用可能な容積率に対して、マンションが使用している容積率の割合 

マンション実態調査結果、地形図、登記簿謄本等を基に都が推計 

調査対象は、旧々耐震基準のマンション(団地型マンションを除く。)約 2,200 棟 

 

  

（％） 
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２ マンション居住の将来像 

 

マンションを取り巻く状況に的確に対応しつつ、長期的視点に立ってマンショ

ン施策を推し進めていくため、2040年代を見据えた、目指すべきマンション居住

の将来像を設定する。 

 

《全体像》 

 

○ 2040年代の東京では、人口減少や高齢化が進行する中でも、地域の特性に応

じた安全で良質なマンションストックが形成され、マンションに暮らす多様な

都民が、都市の利便性や快適性を享受しながら、豊かな住生活を営んでいる。 

 

○ 地域包括ケアシステムや子供を安心して産み育てられる環境が整備された

社会で、日頃から、マンション内のコミュニティはもとより、マンションと地

域との良好な関係が築かれている。 

また、災害時にも相互に助け合う体制が整い、管理組合が中心となって防災

マニュアルの作成や資器材の備蓄に取り組むなど、マンション居住者が安心し

て生き生きと暮らしている。 

 

○ 市場におけるマンション供給は、既存マンションの流通が多くを占めており、

マンションの品質性能や管理に関する情報の開示が進み、管理が良好なマンシ

ョンが適正に評価される市場環境が整備されている。 
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○ 管理組合による情報発信や管理組合同士の交流が活発化し、切磋琢磨しなが

ら管理の質を高め合っている。 

 

○ 管理組合とマンション管理業者との良好な関係が築かれ、管理組合がマンシ

ョンの状況に応じて、マンション管理士等の専門家や自治体の支援も受けなが

ら、長期修繕計画に基づく適正な維持管理や必要な改修工事、建替え等の再生

に自主的に取り組んでいる。 

 

○ マンションの管理状況等の実態把握や管理不全の兆候のあるマンション等

に対する調査や助言、アドバイザー派遣などによる支援が行われ、マンション

が適切に管理運営されている。 

 

○ マンションの大規模化や複合用途化などに加え、区分所有者の高齢化や外部

居住、外国人による所有や居住などが進み、マンション管理が困難化・複雑化

している一方で、外部の専門家を活用した管理方式なども普及し、合理的な管

理が行われている。 

 

○ 耐震性が不足していたマンションについては、耐震改修や建替え、除却など

が行われ、全てのマンションで耐震性が確保されており、マンションストック

全体の良質化・長寿命化が進んでいる。 

 

○ 地域の防災性や魅力を高めるまちづくりと連携し、老朽マンションの再生が

進んでいる。 

 

○ 改修や建替え、敷地売却など様々な再生手法の中から、管理組合がマンショ

ンの状況に応じた最適な手法を選択し、マンションが適切に再生されている。 
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《地域像》 

   

（都心部・都心周辺部・臨海部） 

○ 充実した公共交通網、整備された緑や水辺の空間、歴史と伝統、最先端の商

業・交流・医療・芸術文化施設等が身近にあり、生活を支える設備やサービス

が備わった質の高いマンションで、外国人も含め多様な人々が、便利で快適な

生活を楽しんでいる。 

 

○ 老朽化したマンションを含む再開発が活発化し、単独では建替えが難しかっ

た小規模なマンション等の再生も進んでいる。 

 

○ 超高層マンションでは、管理組合運営の合理化・健全化が図られ、計画的な

維持管理や防災対策が行われている。公開空地や共用スペース等を活用した地

域との交流も盛んに行われ、地域社会との共存共栄が実現している。 

 

○ 幹線道路の沿道では、耐震化され管理の行き届いた中高層マンションが、緑

あふれる街路樹とともに、落ち着きのある街並みを形成している。 

 

 

 

 

 

（区部周辺部） 

○ 駅の周辺などでは、街区の再編等により、老朽化したマンションの建替えと

基盤整備、商業・文化・福祉施設等の整備が一体的に進められ、にぎわいのあ

る生活の拠点の形成が図られている。環状方向の公共交通利便性の改善等によ

り、生活の拠点間の交流も活発化している。 

 

○ マンションと周辺の木造住宅等との一体的な再開発等も行われ、かつての木

密地域では、市街地の不燃化が実現するとともに、水と緑の潤いのある良好な

住環境が形成されている。 

 

○ 大規模な住宅団地の建替え等に併せて緑地空間が整備されるなど、緑の回

復・保全が図られている。マンションの周辺では、都市農地がよみがえり、マ

ンションに暮らす人々も日常生活の中で農を楽しんでいる。 
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（多摩都市部） 

○ 駅などを中心とした徒歩圏内に、生活に必要な店舗、公共サービス機関、保

育所、医療機関、文化交流施設などとともに、利便性の高い高層マンションと

ゆとりのある中低層マンション等がバランス良く整備され、公共空間や建物の

バリアフリー化も進み、歩いて暮らせるまちが実現している。 

 

○ 多摩ニュータウンなどの大規模団地では、計画的な修繕やバリアフリー、省

エネ改修等により、既存ストックの有効活用が図られるとともに、建替え等を

機に福祉施設や商業施設等との複合用途化が進むなど、多様な世代の人々が暮

らし、交流する地域の拠点として再生が図られている。多摩南北道路・南多摩

尾根幹線等の整備や多摩モノレールの延伸により、拠点間の交流も活性化して

いる。 

 

○ 駅から遠いなど立地条件に恵まれないマンションについては、非現地での建

替えや敷地売却による住み替えが進むなど、マンション立地の適正化と市街地

の集約化が図られている。 

 


